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研究成果の概要（和文）：本研究の課題は、ワーク・ライフ・バランス社会を実現するために鍵

となる職場での人事労務管理について、現行制度・運用の問題点や課題を明らかにし、先進的

なワーク・ライフ・バランス可能な人事労務管理制度を紹介し、改善策を示すことである。ま

た、この問題で見落とされがちな非正規雇用の働き方・賃金とワーク・ライフ・バランスにつ

いて研究することである。ジェンダー平等なワーク・ライフ・バランス社会実現のための方法

や課題について考察する。 

研究成果の概要（英文）：There has been a great discussion about work-life balance. It is 
necessary to realize the work-life balance society for gender equality in the workplace. 
However, there are many problems in the current human resources management system. 
This study takes up the issue and attempts to reveal the problems and suggest ways to 
improve the current human resources management system. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
２０１０年度 600,000 180,000 780,000 
２０１１年度 600,000 180,000 780,000 
２０１２年度 600,000 180,000 780,000 

年度  
年度  

総 計 1,800,000 540,000 2,340,000 
 
 
研究分野：人事労務管理 
科研費の分科・細目：ジェンダー・ジェンダー 
キーワード：ワーク・ライフ・バランス，ジェンダー，女性労働，人事労務管理，労働時間 
１．研究開始当初の背景 

  近年の少子化をめぐる議論のなかで、
①中期的課題として労働市場への女性
と高齢者の参加を強めること、②長期的
課題として次世代育成支援による少子
化の克服という2点が一般に指摘されて
いる。 

  日本では、働き方と子育てに関する負
担のあり方についての変革が遅れたた
めに、出産・子育ての回避や先延ばしに

よる少子化の急速な進行という事態に
直面してきた。その結果、豊富で高い質
の次世代の労働力再生産がうまくいか
ず、20 世紀に構築した社会諸制度が維持
できなくなってきた。 

そこで、結婚・出産・子育てをしたい
という希望をもつ人たちをサポートし、
実際に出産・子育てを選択する人々に対
して、夢と希望をもって安心してそれを
選択できる社会にするということが喫



 

 

緊の政策課題になり、政府サイドからワ
ーク・ライフ・バランス論が急速に浮上
してきた。 

  また、多様な人材の活用による産業や
企業の競争力の確保という点でも他の
先進資本主義各国に立ち後れてしまっ
た。そこで、多様な人材の確保・活用が
企業の競争力強化につながるとして、ワ
ーク・ライフ・バランス施策を経営戦略
の中に位置づける議論が経済界からも
活発に展開されるようになった。その結
果、働く人々のワーク・ライフ・バラン
スを促進するような人事労務管理の導
入を強く推進しようとする動きが、企業
の中にもでてきた。 

  ワーク・ライフ・バランス論は、この
ような状況を社会的背景にしてクロー
ズ・アップされてきたのである。 

  こうした議論の方向は、①子どもを経
済的に恵まれた人たちだけがもてる社
会にしない、②出産・子育てを選択して
もキャリアや所得をあきらめずにすみ
仕事も子育ても楽しめる社会にする、③
そのために子育て費用を社会的に分か
ち合う社会にする、という点で大きな社
会変革の可能性をもつ。 

本研究の主たる動機は、ワーク・ライ
フ・バランス促進的な人事労務管理が少
子化の克服とジェンダー平等な職場の
実現のためには必要不可欠であり、この
研究を通じて危機に立つ福祉国家体制
を 21 世紀の経済社会に適合するものに
再構築するのに資すことができると考
えたことである。 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は、①現行の職場が勤労
者のワーク・ライフ・バランスを実現す
るうえでどのような問題を生じている
のかを、人事労務管理制度およびその運
用実態などから明らかにすること、②ワ
ーク・ライフ・バランスを促進するよう
な人事労務管理を推進している企業や
自治体等の取り組みを紹介することな
どを目的とする。 

 
３．研究の方法 
(1)  労働組合、政府、地方自治体の男女共

同参画関連調査・計画、統計その他の関
連資料などを収集・分析した。日本と比
較するために、EU 諸国の統計データなど
も収集・分析した。 

(2)  職場で働く人のワーク・ライフ・バラ
ンスの実態を明らかにするために、女性
の公務労働者、研究者たちの労働時間の
管理や働き方の実態、昇進・昇格とワー
ク・ライフ・バランスの実現の関係、職

場の実態、職場の問題点などに関して、
労働組合や勤労者からの聴き取り調査
を行った。 

 
４．研究成果 
(1)  各種統計データから働き方と処遇の

ジェンダー間格差が縮小していないこ
とを明らかにした。そのうえで、比較的
制度が整い、ワーク・ライフ・バランス
可能な職場として評価されることの多
い地方自治体の公務職場ですら制度が
運用によって形骸化する実態があり、ワ
ーク・ライフ・バランスが困難になって
いることを明らかにし、ワーク・ライ
フ・バランス実現に向けて人事労務管理
をどのように改善すべきかを考察した。 

① 均等法成立以後、ジェンダー平等化と
不平等化が同時に進行した。日本では、
ジェンダー平等の進展は小さく、スピー
ドに欠けた。ジェンダー不平等化は、雇
用のポートフォリオ論に基づく企業の
雇用戦略の展開により、正規雇用との
「身分」格差が大きい非正規雇用の仕事
に就く女性が急増したことに顕著にあ
らわれている。 

  結果的に、労働市場において女性は男
性に比べて不利な状況におかれたまま
であった。正規雇用では賃金の男女間格
差が若干縮小したとはいえ、正規雇用よ
りはるかに賃金格差の大きい非正規雇
用の女性がいまやマジョリティになっ
た。 

  経済力や職場における地位という面
でのジェンダーギャップの縮小は小幅
なものにとどまっている。 

どうように仕事と子育ての両立の実
現についても、当初期待された水準には
遠く及ばない。出産・育児が女性の働き
方に及ぼす影響は今でも大きく、乳幼児
のいる女性の労働力率は子どものいな
い女性に比べて著しく低い水準にとど
まっている。 

 ② ジェンダー間の働き方と処遇格差が
縮小しにくかった理由は、同一労働・同
一賃金原則や同一価値労働・同一賃金原
則が法制度上も雇用慣行上も確立した
とは言い難い日本では、「働き方の多様
化」という名の下に進行した非正規雇用
の活用が女性により厳しい影響を及ぼ
したからである。 

そのうえ、長時間労働、不規則な労働
時間、同意不要の転勤といった人事労務
管理のもとでは、妊娠・出産・子育て期
の正規雇用男女労働者がワーク・ライ
フ・バランスを実現することは非常に難
しい。フルタイム正規雇用での共働きは、
時間面で多くの困難な問題の解決を迫



 

 

られている。 
③ 比較的処遇格差が小さく労働条件が

安定しているとされてきた地方自治体
の職場でも、近年は定員削減が進み、正
規雇用が大幅に減らされている。 

その結果、自治体職場では、本庁舎を
中心に長時間労働職場が少なくない。 

また、住民の要望に応えて住民サービ
スの時間を早朝から夜間まで実施する
ところも増大している。これにより、家
族的責任を果たしにくい労働時間帯を
含むシフト勤務職場が増大している。 

子育て負担の大きな30歳代から40歳
代女性の配偶者である同世代の男性は
過労死水準の長時間労働職場で働くも
のが少なくない。そのため男性の家事育
児負担のシェアにも限界がある。その状
況で休日や夜間の労働時間帯を含む長
時間の労働を行うことは容易ではない。
昼休み時間に働くことで終業時刻を少
しでも早めようと努力しているしてい
るのが実態である。 

女性の管理職登用が進まない背景に
は、このような職場の実態がある。「管
理職になれば、これまで以上に長時間働
かなければならず、ワーク・ライフ・バ
ランスなどとても無理。働き続けること
すらできなくなってしまう」という声が
聴き取り調査でも少なくなかった。 

代替職員なしの短時間勤務制度は、結
局のところ、給料は下がるのに仕事が減
らず、昼休みにも仕事をしたうえに残業
せざるをえないなど有名無実化してい
ることが少なくない。 

女性を対象にした労働組合のアンケ
ートでは平均すると残業がそれほどで
はないのに、自由記述欄には、持ち帰り
残業など労働時間の問題を指摘するも
のが少なくない。 

定員削減による人手不足を背景に、年
次有給休暇や看護休暇、短時間勤務など
のワーク・ライフ・バランスのために必
要不可欠な休暇取得等の権利行使に対
して、仲間である女性組合員の中から
「職場がますます大変になる」という不
満の声がでる。職場で連帯し助け合うこ
とすら困難な状況が急速に広がってい
る。 

実際、県庁その他自治体の管理職や一
般職員に対する聴き取りからも、本庁舎
の労働時間の実態がかなり厳しいこと
が裏付けられた。 

  ワーク・ライフ・バランス促進的な人
事労務管理制度が導入されていても、十
分な人の確保や働き方の見直しなどに
よる職場環境の整備がなければ機能し
ない。 

④ また、公務職場でも正規雇用の非正規
雇用での置き換えが急速に進行してい
る。その結果、多くの女性が最低賃金に
少し上乗せした程度の低い賃金水準で
働いている。 

  若年未婚者や配偶者と離死別した女
性など経済的自立が不可欠の人々も多
い。彼女たちの中にはほとんどフルタイ
ム並みの労働時間のものも少なくない
が経済的に困難な状況にある。そのため
に複数の仕事を掛け持ちせざるをえず、
結果的に長時間労働で休日も少なくな
るという状況が一部に生じている。 

  また、有期雇用であるため、職場を
転々とせざるをえず、失業の不安も小さ
くない。 

職場にとっては、非正規雇用で代替さ
れても十分な補充とは言えないという
状況が生じている点にも留意する必要
がある。 

⑤ ワーク・ライフ・バランスを実現する
には、仕事と家族的責任をともに果たせ
る差別のない職場・社会環境の整備が重
要である。少なくともフルタイム並に働
けば経済的自立が可能な賃金水準、長時
間労働を防ぐ残業規制と家族的責任を
果たせる労働時間帯の保障が、人事労務
管理上の最大の課題である。育休の取得
促進も大切だが、復帰後の働き方、労働
条件の確保が非常に重要である。 

⑥ 民間企業で先進的な人事労務管理の
主な特徴として下記の 5点を指摘できる。 

第 1 の特徴は、トップダウンで、ワー
ク・ライフ・バランス可能な職場の構築
や女性の登用を経営計画に位置づけ、具
体的な目標を策定し遂行状況をチェッ
クしていることである。その際に、中間
管理職層を取り込んで、運用上の実効性
を確保している。 

第 2 の特徴は、男性を含めて長時間労
働慣行を見直していることである。仕事
の仕方や設備その他技術的なものも含
めて職場を見直し生産性を向上させつ
つ、長時間働かなければ昇格できないと
いう企業文化を変革している。 
第 3 の特徴は、妊娠・出産・育児が昇

格・昇進および賃金面で不利に働かない
ような人事労務管理制度を構築してい
ることである。いつでもどこにでも同意
不要で転勤を命じそれに応じないと昇
格・昇進・昇給できないという人事労務
管理を変更し、各人のライフステージや
労働・生活事情に応じて転勤する雇用管
理区分と転勤のない雇用管理区分間を
働く側が何度も双方向に移動できる仕
組みを導入している。 
第 4 の特徴は、職業生涯を通じてワー



 

 

ク・ライフ・バランスしていてもキャリ
アを形成できることを人事上の処遇で
明確にし、そのことを広報誌などで周知
していることである。 

  第 5 の特徴は、この人事労務管理制
度の変革を通じて、キャリア志向の女
性だけなく、給料よりは労働時間、職
場環境や職場風土に価値を置く人や共
働き志向の人など多様な人々の目を惹
きつけ優秀な人材の確保につなげよう
としていることである。    

(2)  多くの女性研究者が、ワーク・ライ 
フ・バランス実現困難な状況にあるこ 
ととその要因を明らかにし、具体的な 
改善策について考察した。 

 ① 研究者の場合、遠距離通勤や別居結
婚など夫と妻の職場の地理的問題を抱
えていることが少なくない。この問題
の解消は転勤ではなく転職という方法
に頼らざるえないことがほとんどであ
り、解消するには就職活動を行うしか
ない。このため同居できる職場への移
動を求めて、やむをえず出産時期を先
延ばしにしやすい。遠距離通勤の場合
には、長い通勤時間のために子育て負
担が過大になる。 

   有期契約や非常勤の研究職が増えた
ために、出産により仕事を失うリスク
が高まっている。任期付き研究職の増
大はライフ・スタイルの選択という点
で、女性にとって不利益が大きい。 

   安定した研究職への就職年齢が遅く
なるため、職場やキャリア形成の関係
から出産時期をいつにするかで悩むこ
とが多いからである。 

   結果的に出産年齢が遅くなりやすく、
帝王切開などの妊娠・出産上の問題も
生じやすい。子どもの数にも影響する。 

 ② 人事労務管理上の課題は多い。産休
や育休の取得などにともなう教育・校
務等仕事上の調整をする際に、学内で
すら交渉ルートが一本化されていない。
ワーク・ライフ・バランス上の配慮の
申し入れをしても、組織としての慣
行・ルールが未確立で交渉負担が時間
やエネルギー面で非常に大きくなって
いる。 
管理職に労働安全衛生法や育児介護

休業法その他労働法に関する知識が欠
如していることも少なくない。順番（含
む年齢）だから、代わりの人がいない
から、非常勤予算が削減されたから
等々の理由を示しつつ、具体的な配慮
措置を指示せず、負担が過大になり激
務になっていることも少なくない。そ
の背景には、子どものいる人への配慮
は逆差別といった考え方を管理職層で

すらもっていることがある。 
 ③ 女性研究者のワーク・ライフ・バラ

ンスを可能にするために下記の措置が
有効である。 

   管理職には、労働関連法規等につい
て最低限の研修を実施する。ワーク・
ライフ・バランス上の観点から、講義
負担を減らし集中講義での開講を認め
るなど開講形式の弾力的運用を可能に
する。校務については、育休明け半年
から 1年間の免除や軽減をルール化す
る。また、入学・卒業など子どもの学
校行事と大学の行事が重なるときにも
配慮が必要である。とくに、子どもの
卒業、入学、受験時期には、教務・学
生・入試関係等の校務ではなく、人事・
予算・編集等の比較的休暇の取りやす
い業務を担当させる。センター入試の
業務も妊娠時や受験生の子がいる場合
には配慮が必要である。介護休暇につ
いては、看護休暇のように時間単位の
取得を可能なように弾力的な制度にす
る。現行制度では、講義や校務への影
響が大きすぎて非常に取得しにくくな
っている。 

(3)  日英の各種労働統計や 0ECD 統計を
使って、ワーク・ライフ・バランスの
実現の仕方や程度の違いについて、イ
ギリスと日本の働き方や賃金面での男
女間格差から明らかにした。  

① イギリスは EU 諸国の中では相対的
に労働時間が長い国であるにもかかわ
らず、労働力率や就業率においては日
本より高い。しかし、1970 年代には、
イギリスでも出産育児期の女性の労働
力率は大きく下がっていたのである。
女性の年齢別労働力率は日本とほとん
ど同じＭ字カーブを描いていた。その
後、出産育児期の女性の職場進出とい
う点で日本が大きく立ち後れたのであ
る。 

 ② イギリスでは出産育児期の女性の労
働参加率が高いが、その時期の働き方
は男性と女性で大きく異なる。男性の
短時間雇用者（週 30 時間以下）の割合
が 13％であるのに女性は 43％と働き
方の男女間格差が顕著であった。 

③ 男女間の賃金格差は、イギリスでも
存在するが、日本よりはかなり小さい。
2012 年の全雇用労働者の男女間賃金
格差は平均 18％、公務労働者の場合に
も 14％程度である。日本では正社員に
限定しても男女間格差が 28％になる。
短時間労働者を含めればその差はさら
に大きく広がる。 

④ 日英両国とも、子どもの有無が短時
間就業かフルタイム就業かという働き



 

 

方の選択に影響している点では同じだ
が、それが賃金に及ぼす影響は日本の
方がはるかに大きい。 
 OECD の報告書によれば、16 歳未満の
子どもの有無別男女間賃金格差は、イ
ギリスでは、子どもがいない場合には
7％であるが、子どもがいる場合には
21%と大きくなっている。   
これに対して、日本では、子どもの

いない場合でも格差が 24%であるが、
子どもがいる場合にはそれが 61％と
さらに大きく開いている。 

⑤ イギリスの場合には、日本とは異な
って、EU の男女同一賃金指令や男女均
等待遇統合指令のもとで男女均等待遇
政策が確立している。これに加えて、
雇用形態差別を禁止するパートタイム
労働指令、有期労働指令や派遣労働指
令などの法規制が重層的に張り巡らさ
れて、男女間の賃金格差を縮小する仕
組みが作り上げられている。短時間労
働者が女性に多いイギリスで、パート
タイム労働者の賃金に対して同一（価
値）労働であれば時間比例で均等待遇
を保障しなければならないという EU
のパートタイム労働指令の果たす役割
は大きい。 

  日本でもパートタイム労働法の改正
などが必要である。 加えて、最低賃金
の水準を、一般労働者の所得中央値の
50%弱という EU 平均並みの水準にまで
引き上げることができれば、経済的自
立という点でのワーク・ライフ・バラ
ンス上の問題やジェンダー間の経済力
格差縮小という点でかなりの改善効果
を期待できる。 
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